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年頭のご挨拶
公益社団法人 全日本病院協会 会長
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平成27年の新春を迎え、謹んで新年のご挨拶を申し上げます。

昨年は、4月の診療報酬改定、6月の医療法を含む「地域における

医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係法律の整備等に

関する法律」の公布、12月の衆議院議員総選挙、など、医療界にと

って大きな出来事が多数ありました。

特に医療法の改正による、病床機能報告制度の創設や地域医療構

想の策定は、地域医療を担う我々にとって、重要かつ非常に難しい

課題です。病床機能報告制度が順調に進みますと各病院が行ってい

る医療の状況が明らかとなり、将来的には各圏域において細かなデ

ータに基づいた協議が行われることが想定されます。

各支部においては、地域医療構想の達成を推進するために必要な

協議を行う「地域医療構想会議」、いわゆる協議の場へ必ず参加して

いただきたいと考えております。

今年10月には医療事故調査制度がスタートします。昨年は厚生労

働科学研究の研究代表者として、医療事故調査に係るガイドライン

の策定の議論に携わりました。今年3月には研究班の最終報告書が

まとまる予定です。厚生労働省の検討会では、本制度の省令・告示

に係る議論が進められております。医療の安全確保・医療事故の再

発防止に向けて、良い制度となることを期待しています。

その他、医療法人制度の見直し、看護師の特定行為の研修制度の

開始、介護保険法の改正など、様々な制度改革が行われますが、こ

れらを含めた社会保障制度改革全体の当面のゴールは2025年に設定

されています。そこまでに残されている時間は多くありませんが、

当協会は積極的、主体的にこれらの改革に取り組む必要があります。

また、消費税についても、平成27年10月に予定されていた10％へ

の税率引き上げが1年半先送りされることになりました。

控除対象外消費税の問題の解決は病院団体にとって、長年の宿願

です。平成29年4月に予定されている税率引き上げ時まで、時間的

な余裕が出来ましたので、医療への原則課税・軽減税率の適用が実

現されるよう、医療界一丸となって様々な方面に強く働きかけてい

きたいと考えております。

今年は、次期診療報酬改定に向けての議論も本格化します。具体

的な検討事項はいまのところ全く見えておりません。消費税増税が

1年半先送りになったことによる改定率への影響は不透明ですが、

様々な改革を着実に進めるためにはプラス改定でなければなりませ

ん。

今後の中医協における議論の経過を注視し、日本医師会、四病院

団体協議会、日本病院団体協議会とも協同しながら、各医療機関が

質の高い医療を継続して提供できる、かつ、個々の経営努力を公平

に評価する、適切な診療報酬体系とするための議論が行われるよう

に強く要望してまいります。

当協会への一層のご支援をお願いするとともに、本年が皆様方に

とりまして良い年となりますことを祈念し、新年のご挨拶とさせて

いただきます。
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全日本病院協会 副会長
神野正博

新年あけましておめでとうございます。
本年は医療界にとって節目の年になるでし

ょう。昨年6月、医療介護一括法が成立しま
した。来年度には、都道府県毎に地域医療構
想が策定されると同時に、その介護版とも言
える介護保険事業計画もスタートします。
少子高齢化と財源不足という構造的な問題

を抱え、医療・介護提供体制の抜本的な変革
が喫緊の課題となる中、国は、診療・介護報酬
による誘導だけでなく、医療法及び介護保険
法の改正という大なたを振るったのです。
見逃せないのは、こうした変革を進めるた

めに、地域で合意が形成されない場合の「協
議の場」と財政支援制度として「基金」が用意
されていることです。全日病では、会員病院
のため、協議の場や基金の使途について積極
的に関与や提言を行っていきたいと考えてい
ます。
危機的状況こそ自己変革のチャンスです。

西澤寛俊会長を中心に全会員結束して全国の
地域医療・介護を盛り上げていこうではあり
ませんか。

日本医師会会長　横倉義武厚生労働大臣　塩崎恭久

明けましておめでとうございます。
現在、わが国の医療界は、団塊の世代が75歳以上となる2025年
に向け、病床の機能分化と連携、在宅医療・介護の充実、医療従
事者の確保と勤務環境の改善等により、地域の特性に応じた地域
包括ケアの推進が求められております。
本年4月から地域ごとに地域医療構想が策定されます。その前

段として地域医療構想策定のためのガイドラインの協議が進んで
いますが、地域医療構想は国が作成した一律のガイドラインのみ
に頼って策定されるべきではなく、各地域の実情に基づいたもの
であることが肝要であると思います。
その一方で、規制改革や成長戦略の名の下に、公的医療保険給
付の範囲を狭める圧力が続いていくものと思われます。健康保険
の財源が厳しくなる中、限られた予算でいかに対応できるかとい
う視点で考えると、われわれ医療提供者もある程度の計画に基づ
いて医療を提供していかなければなりません。
しかし、いかなる改革が行われようとも、医療という人の生命
に直接関わる行為で忘れてならないのは「健康と安全」であり、
これを守るためには適切な規制が必要となります。規制改革の名
の下に、社会保障の大きな柱である医療を市場原理に基づく自由
競争に委ねるべきではありません。成長戦略が極めて重要な政策
であることに異論はありませんが、生命を預かる医療本体の産業
化はふさわしくありません。
必要とする医療が過不足なく受けられる社会を構築していくた
めには、「かかりつけ医」を中心に地域の医師会と行政が主体とな
り、地域に即した形で「まちづくり」を進めていくことが何より
も重要です。その上で、生活習慣の改善対策や各種健診などの生
涯保健事業を推進し、健康寿命を延伸させる等、時代に即した改
革を進めながら、国民皆保険を堅持し、持続可能なものにしてい
かなければなりません。
真に国民に求められる医療提供体制の実現に向けて、本年も日
医執行部一丸となって対応して参りますので、皆様方の深いご理
解と格段のご支援を賜りますようお願い申し上げます。

平成二十七年の新春を迎え、心よりお慶び申し上げます。本年
も何とぞよろしくお願い申し上げます。
厚生労働大臣に就任してから約四ヶ月が経過しました。その間、
国民の皆様の安全・安心の確保に万全を期すべく努力して参りま
したが、引き続き、私自身が先頭に立って、様々な課題に全力で
立ち向かう決意を新たにしています。
まず、東日本大震災からの復興を加速させなければなりません。
東日本大震災の発生からもうすぐ四年が経とうとする今もなお、
多くの方々が避難生活を送っておられます。昨年、私も被災地を
訪問し、被災された方々からお話を伺いました。現場第一主義に
立ち、将来を見据えて復興に取り組む思いを新たにいたしました。
私自身も復興大臣であるとの強い意識で、対策を進めていきます。
次に、昨年、消費税率の十パーセントへの引上げについて、安
倍総理より、予定されていた今年十月からの引上げを十八か月延
長する旨の表明がありました。安倍総理のご判断を重く受け止め
つつ、今後とも、国民の安心を支える社会保障制度を所管する立
場として、世界に誇る我が国の社会保障制度を次の世代にしっか
りと引き渡していくため、国民のご理解を得ながら改革を進めて
いきます。
医療・介護については、昨年六月に成立した医療介護総合確保
推進法に基づき、地域医療構想の策定によって医療機能分化や連
携を図るとともに、各都道府県に設けた地域医療介護総合確保基
金を人材不足対策等への支援に活用していきます。また、在宅医
療・介護の連携の推進等によって地域支援事業を充実するなど、
地域の実情に応じた医療・介護提供体制の確立に引き続き取り組
んでいきます。
医療保険制度については、国民皆保険を今後とも堅持するとと
もに、広く国民の納得・信頼・安心を実現できる制度を構築する
ことが重要です。国民健康保険を始めとする医療保険制度の財政
基盤の安定化、医療費の適正化、国民の負担に関する公平の確保
等を推進してまいります。
以上、厚生労働行政には多くの課題が山積しています。国民の
皆様には、一層の御理解と御協力をお願い申し上げ、年頭にあた
っての私の挨拶と致します。

新年あけましておめでとうございます。会
員の皆様におかれましては、本年が素晴らし
い一年となることを祈念いたします。
平成27年は、我々全日病の会員病院にとっ
て、そして日本の病院界にとって大きな変革
の年となりそうです。病床機能分化、病床機
能報告制度の開始、そして、都道府県を主体
とした地域医療ビジョンの策定、等、病院運
営にとっては重要な対応・選択をしなければ
ならない一年になります。
一方、診療報酬により創設された地域包括

ケア病床は、全日病の会員病院にとっては大
きな関わりがあり、価値のある病床機能に育
てなければなりません。
今後の医療提供体制の構築において、その

主体は都道府県となります。全日病各支部に
おかれましては、都道府県行政や医師会、病
院協会等とのさらなる連携が必要となります。
全日病は、方向性を示す重要な資料やデー

タを、迅速に支部や会員に伝達するため、こ
れらの多岐に渡る問題の対応に全力で臨む覚
悟です。
本年もよろしくお願いいたします。

新年あけましておめでとうございます。
2015年、いよいよすべての団塊の世代が65

歳に突入する年となりました。
この本格的な少子高齢社会に向けて日本社

会、地方社会に様々な懸念が示されています。
それに対応すべく、国もドラスティックな制度
改革を進めようとしています。
そこでは、羊の鳴き声（メエ～）ではありま
せんが「迷（メイ）」の時代に入ろうとしてい
るかもしれません。
しかし、地域で、「明（メイ）」のモデルを組
み立てる気概を持ちたいと思います。高齢者
だけではなく、地域住民みんなが安心できる
コミュニティーを作り上げる必要があります。
みんなの暮らし、未来を応援するためにこ

そ、急性期医療から介護までを統合した新し
い「地域包括ケアシステム」を組み立てる必
要があります。
今年を、この「地域包括ケアシステム」元年

ととらえ、全日病の一員として地域をデザイ
ンするお手伝いができればと思っております。

全日本病院協会 副会長
猪口雄二

全日本病院協会 副会長
安藤高朗

2015年 年頭所感

2015年 新年のご挨拶



常任理事　新垣　哲

謹賀新年
消費税の先送りが民意にどう反映するか。この原

稿が刷り上がるころには結果は明らかになっている。
10％問題が今後の医療・福祉にどう影響をするのか、
先が見えない。財源不足をどう手当てするのか。年
明け早々だが、不安である。

常任理事 医療の質向上・個人情報保護担当委員会
各委員長 飯田修平

謹賀新年

昨年も、TQMの医療への展開の一環として、厚生

科学研究、補助金事業、全日病総研研究、医療安全

管理者養成研修、質評価公表等推進、データマネジメ

ント研修、業務フロー図作成研修等を実施しました。

本年も各位のご協力をお願いいたします。

常任理事 総務・財務委員会委員長 猪口正孝

新年明けましておめでとうございます。

自民党が衆院選で圧勝し、これまでの医療に厳し

い政策が継続されることが決まりました。こうした

中、全日病は存在を力強く示すことが求められてい

ます。総務はそうした運営を支えていきます。是非

ご協力をよろしくお願いいたします。

常任理事 広報委員会・医療従事者委員会各委員長
織田正道

謹んで新春のお慶びを申し上げます。

今年からポスト2025年に向けた医療改革が本格的

に動き出し、それぞれの病院のあり方そのものが問

われる時代になるものと思います。

このような時代にあって、広報委員会では、会員

の先生方が医療の質を向上させながら健全な病院経

営を継続していただくために必要な情報の提供に努

めます。また、医療従事者委員会では経営の補佐が

できる人材を育成していくために病院事務長、看護

部門長研修のさらなる充実を図ります。

常任理事 救急・防災委員会委員長 加納繁照

明けましておめでとうございます。

昨年は、AMATの無事起動ありがとうございまし

た。今年は、AMATの現地司令塔となる災害時医療支

援活動指定病院管理者研修等を早々に実施し、ゆく

ゆくはAMAT技能維持研修等も実施したいと考えて

います。

引き続き皆様の、ご支援・ご協力をお願い申し上げ

ます。

常任理事 学術委員会委員長 川島　周

皆様明けましておめでとうございます。学術委員

会担当の川島でございます。

今年は夏期研修会を7月12日に和歌山県白浜町で、

また全日病学会を9月12、13日に札幌で開催致します。

大勢の皆様にご参加いただけますことを心からお願

い申し上げます。

常任理事 介護保険制度委員会委員長 木下　毅

今年は介護報酬改正の年です。使いよい報酬にな

るように望んでいます。介護療養型医療施設が機能

強化型として存続するようですが病院として存在す

るかどうか微妙なところです。医療・介護の連携が

うまく行くように取り組んでゆこうと思っています。

常任理事 病院機能評価委員会委員長 木村　厚

明けましておめでとうございます。

日本医療機能評価機構は2013年4月1日より新評価

体系による認定を行っています。①病院特性に応じ

た機能種別、②評価項目の効率化、③認定期間中の

継続的自己評価改善活動の支援等です。

実際に評価を行うと、更に改訂すべき個所が見つ

かり、来年に向け検討中です。当委員会からも改定

の意見を申し上げる予定です。

どうぞ、新規もしくは更新受審をお願いいたします。

常任理事 高橋　肇

明けましておめでとうございます。

医療介護連携が流行りの言葉となっていますが、

あるべき情報の共有が単なる情報の受け渡しで終わ

っている所も多いようです。“連携”から“統合”へ進

化させた、生活者視点のITツールが必要と考えてい

ます。

今年も一年どうぞ宜しくお願い申し上げます。

常任理事 土屋繁之

新年おめでとうございます。

今年も厳しい医療界となりそうですね。今年の大

きな課題は「地域包括ケアシステム」でしょうか。

医療を蔑ろにして行政・介護・福祉が先走りしてい

るシステムに思えてなりませんが強引に推し進めら

れることでしょう。

今こそ私ども中小病院が地域医療を守るため力を

合わせる時のように思います。

ご指導のほどなにとぞ宜しくお願い申し上げます。

常任理事 病院のあり方委員会委員長 徳田禎久

おめでとうございます。

2025年にむけた報告書の作成中ですが、会員の

短・中期的運営方針に利用いただけるものを考えて

おります。

本年も宜しく御願い申し上げます。

常任理事 医療制度税制委員会・若手経営者育成事
業委員会各委員長 中村康彦

明けましておめでとうございます。

消費税8％への引き上げが医療経営を逼迫してい

る中、今年の介護報酬改定引き下げの動きは医療崩

壊に拍車をかける事態となります。

消費税10％への増税は先送りされましたが、医療

界が望むような公平な改正になるよう医療制度・税

制委員として尽力して参ります。

本年も宜しくお願い申し上げます。

常任理事 人間ドック委員会委員長 西　昂

謹賀新年

人間ドック指定事業は、日帰り477施設、一泊28

施設となりました。人間ドック委員会では、本年も

引き続き会員病院の予防医学の向上に向けて特定健

診・特定保健指導、人間ドックに関する各種研修会

の開催など有益な事業展開を行っていく所存です。

本年も宜しくお願い申し上げます。

常任理事 濱砂重仁

謹賀新年

年末の衆議院解散総選挙で自公が2/3以上を占め

ました。アベノミクスは今年もさらに押し進められ

ます。医療費抑制策はこれからも続き、節目は消費

税10％になる時の対策として、我々も覚悟を決めて、

今年から訴えていかねばなりません。

今年もよろしくお願い致します。

常任理事

明けましておめでとうございます。

昨年はアベノミクスが粛々と進む中、医療・介護

は圧縮され、医療人は、なかなか元気の出ない一年

だった。国民の健康と経済再生は車の両輪と昨年に

も書きましたが、健康なときには、医療は空気のよ

うな存在で忘れられ、優先順位が下がる。新年に当

たり医療・介護難民の出ない政策と国民の健康寿命

の延伸を切望いたします。

今年もご指導よろしくお願い致します。

常任理事 平山登志夫

世界に誇る我国の社会保障制度は消費税の増税を

廻って崩壊の危機に晒されている。人類が経験した

事のない超高齢社会は予想もつかないスピードで進

展している。この対策として現在の医療、介護を統

一した新しい機能を持つ地域包括ケア推進機構体制

が必要である。

常任理事 鉾之原大助

明けましておめでとうございます。

昨年は診療報酬改定があり、「在宅復帰」を色濃く

反映する改定となりました。また、今年は、3年に１

度の介護報酬改定があり、おそらく、「在宅復帰」の

流れを受け継ぐものと思われます。

その流れを念頭におきながら、全国の病院の経営

が安定し、さらに良質な医療を提供できますように、

尽力してまいります。

常任理事 プライマリ・ケア検討委員会委員長
丸山　泉

プライマリ・ケア検討委員会は、皆様からのご協力

をいただき委員一同頑張っております。プライマ

リ・ケアへの対応強化は経営トップのご理解なしには

実現できません。

2015年が協会における真のプライマリ・ケア強化元

年になりますように、よろしくお願い申し上げます。

常任理事 美原　盤

明けましておめでとうございます。

病床機能報告制度、地域包括ケアシステムなど様々

な課題に直面し、病院管理者には難しい舵取りが課

せられています。

群馬県支部はこれらに対応すべく、研修会、講演

会の開催など、積極的に活動していく所存です。

常任理事　国際交流委員会委員長 山本　登

明けましておめでとうございます。

好評を戴いているハワイ研修は120名のご参加を戴

きましたが、本年は、更に多方面から新たなご参加

を賜りたいと願って居ります。

新たな研修先は喫緊の課題である「看護・介護人材

の不足」に対し、EPAの実績の無い新たな供給先を

求めてベトナム等を中心とした東南アジア諸国を対

象に検討を開始し、今年度は国際交流委員会の委員

のみで試験的に視察を実施したいと考えております。
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医業収支率、総収支率とも前年より悪化
全日病が、全会員病院を対象に、昨

年5月の収支等を調べた2014年度病院経
営調査（回答数930病院、回答率38.4%）
の結果がまとまったが、医業収支率は
前年同月比で0.9ポイント、総収支率は

1.8%とともに低下。とくに、東京地区
の総収支率は2.5ポイントと大きく悪化
した。
その結果、資金繰りが手詰まりな病

院が増え、全体の推計キャッシュフロー

率（キャッシュフロー額／総収入額）は、
「0%未満」の病院の割合が18.5%から
22.8%へと4.3ポイントも増えている。
13年と14年ともに回答した病院

（598病院）をみると、病床利用率の減、
外来患者数の減、従業員数の増、入院・
外来一人一日当たり単価の増という変
化が認められた。

調査報告は、14年度調査の結果を
「14年になって病院の収支は総じて悪
化した。東京、一般病床のみ、200床
以上、DPC対象の病院に悪化がとくに
顕著であった」と概括。
その原因として、①急性期入院に対

する14年度改定の影響、②消費税増税
に伴う支出の増加、をあげた。

2014年度病院経営調査
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新春特別座談会 「今後の病院経営と地域医療構想」

二川局長「地域の提供体制と各病院の役割を主体的に考えることが大事」
西澤会長「機能分化に病院が主体的に取り組むべき課題。発想の転換が必要」

西澤 あけましておめでとうございま
す。昨年は、医療介護総合確保推進法
によって医療介護総合確保基金が設置
されるとともに病床機能報告制度が開
始し、今年は4月に地域医療構想が施
行されるということで、まさに、医療
提供体制の改革は本番を迎えています。
2015年の年頭にあたり、二川一男医

政局長と、医療提供体制の改革をテー
マにお話させていただきます。
二川 医療介護総合確保推進法は内容
が実に盛りだくさんな法律ですが、皆
さんの一番の関心は、医療提供体制に
大きな影響を与える地域医療構想かと
思います。4月の施行に向け、ただ今、
そのガイドラインが国の検討会で議論
されているところです。
もっとも、あくまでもガイドライン

ですので、何から何まで国の方で決め
てしまうというものではなく、都道府
県が地域の実情を踏まえて各区域の地
域医療構想に具体的に落とし込んでい
くことができる、ある程度幅があるも
のになるのではないかと思います。
西澤 地域医療構想では2025年の医療

需要が機能別に明記されますが、これ
も都道府県が勝手に決めるのではなく、
現在、国の検討会で推計方法が検討さ
れています。
二川 需要については、一定の予測値
も入るため、ある程度の幅が出ると思
います。
西澤 各種データを踏まえた推計にな
るとは思いますが、我々全日病として
も、出てきた算定方法と推計値をいろ
いろ検証していく必要があります。
その地域医療構想に先立のが病床機

能報告制度で、昨年10月に初年度の報
告が行なわれましたが、どう報告した
らよいか迷った医療機関も少なくなか
ったのではないでしょうか。
二川 9割の病院はほぼ期限までに報
告をいただいています。この結果は、
都道府県、医療機関、国民の皆さんに
フィードバックされるので、提供して
いる医療の内容などから、その地域の
医療需要が大まかに分かります。した
がって、地域の医療機関の間で「協議
の場」を前倒しした話し合いを始めるこ
とも可能かと思います。

神野 医療提供体制を地域ごとにどう
デザインするかという方向が、都道府
県によって、ばらばらになることはな
いでしょうか。
二川 最終的に決定するのは都道府県
ですが、構想は医療関係者の意見も踏
まえて立案されます。医療機能ごとの
病床数調整も、具体的には「協議の場」
を踏まえてなされるわけで、「協議の場」
では都道府県は基本的に行司役という
位置づけです。そうした意味からは、医
療関係者が主体となって、この地域の医
療はどうしていくのか、そして、その
中で自院はどういう役割を担うのかを
考えていいただく。これが大事なこと
で、医療関係者の主体的な協議の結果
であることが望ましいと考えています。
神野 それと、介護との連携の問題が
あります。介護の計画は市町村ですが、
医療の計画は都道府県というで、介護
とどう分担していくかという視点が重
要になりますね。
二川 おっしゃるとおりです。病床機
能報告制度自体はあくまで入院医療の
話で、在宅医療や介護サービスは対象
になっていません。しかし、医療需要
を考えていくときには、在宅医療でど
の程度を受けられるのかとか、、特別
養護老人ホームや介護老人保健施設な
どの 状況も視野に収めないと、各医療
機能の地域の実情に応じた需要を推し
量ることはできません。
神野 外来機能をどう考えていくのか
という問題もあります。例えば、病院

の外来とプライマリーを担う診療所の
外来は本来違うはずですし、今は、が
ん治療を外来でやるとか、日帰りの手
術をやるという流れです。将来を考え
ると、地域医療構想は病床だけで完結
するわけにはいきません。したがって、
診療所の偏在とか、プライマリーケア
の外来や専門外来等々の機能も地域医
療構想の対象とすべきではないでしょ
うか。
二川 がんなどの場合は外来での治療
がかなり一般的になってきています。
そういう意味からは、処置に使うベッ
ドも効率的に配置されるべき医療資源
の1つとして考えなければなりません。
ただ、そこまで考えていくことは大変
な道のりですので、入院機能から入っ
ていこうということです。外来の機能
は地域医療構想の対象外なのですが、
これからは、そういった領域も考えな
いと必要な医療が確保できないという
ことはあるかもしれませんね。
西澤 在宅医療は地域医療構想の対象
になっています。入院と在宅の間には、
当然、外来があるわけで、この議論を
していく中で、外来についての議論も
避けられないと思います。
二川 そういう問題も、こういう疾患
がこの程度発生するので、こういう状
態の患者さんがこのくらい発生すると
いうように、疾患ごとに考えていかな
いと、きめ細かな医療体制はできない
と思います。

西澤 「協議の場」が法的に位置づけら
れたということは、今までは行政がつ
くった制度の枠内でやってきたわけで
すが、これからは、我々医療関係者が
自主的に対応する場面が出てくるとい
うことを意味しています。問題は、我々
がそれを認識できているかということ
です。
二川 そうだと思います。今までは基
準病床数の範囲内であれば増床でき、
それを超えると基本的には増床できな
いと、それだけでした。必ずしも地域
の細やかなニーズを踏まえるというか

たちにはなっていませんでした。
これにはきちんとしたデータに基づ

いた議論が必要ですが、地域で医療を
担っている医療機関の側には、この地
域にはこういう機能が足りないという
思いを持っておられる場合も多いかと
思います。そういった、肌で感じてい
るものは、早目に医療機関の間で協議
を始めてもらってもいいのではないか
と思います。
安藤 先日、日本医師会の地域医療委
員会で、医師会の方が、県の幹部職員、
都道府県や地区医師会の会長、病院団

体、保健所長となって、模擬の「協議の
場」がもたれました。
そこで出たのは、隣の2次医療圏との
関係をどうするか、都道府県と市区町
村の関係をどうするかといったことだ
けでなく、例えば、「地域のことを考え
て機能を変更したのだが、経営が悪く
なった場合に後戻りできるのか」とか、
あるいは「経営悪化についても基金か
ら補填してもらえるのか」、さらには、
「急性期から回復期に転換しようとした
が、医師やスタッフが反発して離職し
てしまった場合はどうなるのか」など、
いろいろと、具体的で切実な話や意見
が出ました。
二川 よく分かります。経営面のこと
を考えると、地域でこの医療機能が足
りないからその機能に転換するという
発想にはなかなかならないと思いま
す。そこには、恐らく、診療報酬との
関係などもあるかと思います。その場
合は、協議の中でそういうことを指摘

していただき、それを厚生労働省に伝
えてもらうことが重要だと思います。
我々としても、地域の医療需要を踏まえ
て医療機能を変えていただいたのに、経
営的に不利になったということになら
ないようにしなくてはと考えています。
医療機関のスタッフの問題もありま

す。医療機能を変更したことによって
現在のスタッフが余剰になる場合に、は
たして人員整理ができるのかという心
配、あるいは、自分の希望した医療が
できなくなる方のモチベーションの低下
や離職という懸念もあることでしょう。
このように、実際に転換するとなる

と難しい問題がたくさんあります。そ
のため、この4月から制度が変わると
いっても、直ちではなく、転換は数年
がかりになるかもしれません。
西澤 病院をどうしていくかというビ
ジョンは、トップだけで考えるのでは
なく、やはり、病院全体が組織として
決めていく必要がありますね。

都道府県は「協議の場」では行司役

公も民も機能の調整を主体的に話し合うべき

「協議の場」を前倒しした話し合いも可能

「協議」は意見の押しつけであってはならない

西澤 大切なことは、これからやろう
としている協議は、これまでありがち
だった、都道府県への単なる陳情や要
望であってはならないということです。
つまり、「協議の場」というのは、我々
提供側が、地域の需要と供給の実態を
踏まえて、今後の機能分担を自律的、
自主的に相談する場だということ、そ
して、主役となるのは地域の各病院だ
ということです。ガイドライン検討会
の議論もそういう方向で進んでいるこ
ともあり、我々も発想の転換をしてい
かなければならないと感じています。
二川 そう思います。というのも、病
床機能報告やDPCデータ、ナショナル
データベースなどから、この地域では
こういう疾患がこのぐらい発生し、こ
の疾患にはこの程度の医療が何日ぐら
い必要で、このぐらいになったらリハ
ビリが主な診療内容になるといったこ
とが分かってきます。それらの情報も
活用して、地域の需要に対応できる医
療が、地域ごとに過不足なく提供され
るように調整を図っていくことが重要
だと思います。
猪口 地域の医療機関が自主的に話し
合うといいますが、実際には、いろい
ろな力関係がはたらくのではないでし
ょうか。例えば、1,000床の病院と100
床の病院が本当にイコールの関係で話
し合いができるかどうかというと、結
局は大病院にねじ伏せられてしまうの

ではないか、という心配が中小病院に
はあります。とくに、公立病院が近隣
にあると、そうした危惧がかなりある
のは否めません。
二川 そういう心配があることは分か
ります。それは、とくに、中小病院の
多い都会にいえる問題でしょう。そう
いうケースについても、公的な病院と
の間で主体的に話し合ってもらいたい
ものです。
猪口 2025年に向けた計算式が示さ
れ、それにもとづく病床数が出てくる
ということですが、現在の病床数は地
域によってかなりの凹凸があります。
例えば、東京の下町は急性期の病床が
圧倒的に多いんです。地域医療構想に
よってそれがどういうふうに変わって
いくのか…。それから、仮に、慢性期
の機能が足りないからといって、急性
期から慢性期に変えても経営上は成り
立ちません。一方、三多摩は比較的療
養病床が多い。したがって、地域によ
っては、構想区域の枠内ではなく、例
えば東京都全体というように、広域の
視点で考えなければならないのではな
いかとも思うのですが。
二川 絶対に他の区域にお願いしては
いけないということはありませんが、
その区域で過剰という話を、隣の区域
との合算で考えるだけでなく、地域の
ことは地域で受け止めるべき場合もあ
るのではないでしょうか。

厚生労働省 医政局長　

二川一男（中央）

全日本病院協会 会　長　
西澤寛俊（右から2人目）

全日本病院協会 副会長　
猪口雄二（左から2人目）

全日本病院協会 副会長　
安藤高朗（右端）

全日本病院協会 副会長　
神野正博（左端）

二川 地域の住民の方に必要なきめ細
かな医療を提供するためには、地域の

医療需要と医療機関の情報を持ち寄っ

（5面に続く）
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新型法人まずは医療における統合を目指す。ただし、参加は自由
地域医療介護総合確保基金病床の機能分化・連携に資する整備事業に重点

機能を網羅した統合も、急性期だけの統合も、あり得る

消費税増税延期の社会保障充実分への影響は0.5兆円

て、自分はこれをやるからあなたはこ
っちをやってくださいと話し合ってい
く必要があります。これは、一般の企
業は認められていませんが、医療法上、
医療機関には認められていることで
す。
猪口 実際は、各地域で、病院同士が
競い合っている面もあるわけですが、
そこを、そのような話し合いに切り換
えろと。これも発想の転換ということ
なのでしょう。
二川 皆さんが持っている機能は、病
床機能報告制度によって互いにすべて
みえていきますから。
西澤 そうしてお互いに見比べると、
どの機能がどれだけ不足して、逆にど
の機能が過剰であるかが客観的に分か
り、どこをどう調整すればいいかとい
うのがみえてくるいうわけですね。し
かし、これは非常に厳しい話です。し
たがって、本当に発想の転換がないと
対応していけない。そういう意味から
も、我々に不安が多いのは確かです。
二川 今は本当に隣の病院は何するも
のぞみたいな感じかと思います。いわ
ば、それぞれがライバル同士なのでし
ょうけど、これからはそれだけを言っ
ているのではなく、地域の医療のため
に、相互に密接な協議をお願いしたい
と思います。
西澤 それだけに「協議の場」が本当
に大事になってきます。したがって、
「協議の場」が一部の方の意見を一方的
に押しつけるものになったら元も子も
ありません。「協議の場」はそういうも
のではないということを、お互い肝に
銘じたいものです。
二川 もし、「協議の場」でどうして
も結論が出なければ、行司役である都
道府県が登場することになります。
西澤 「協議の場」にも、定型的なテー
マにもとづく定例の話し合いと、例え
ば、病院が機能を変えようとするとき

の臨時の話し合いとがあって、それに
よってメンバーも違ってもくるのでは
ないかとか、あるいは、「協議の場」も
構想区域に1つとは限らないだろうと
か、そういった運営をめぐる議論はあ
りますが、そこら辺は、我々が実際に
一番いいと思うものを、これから、地
域ごとにやっていけばいいということ
でしょう。
少なくとも病床機能の分化・連携の

推進が目的である以上、病院が主役で
あるべきであり、当然ながら、各地域
の病院団体の役割が非常に大きいと思
うのです。我々全日病もそういう中に
積極的に参加していこうと思っていま
す。
二川 病院協会としてそういった姿勢
でいただければ大変ありがたいことだ
と思います。
西澤 今は会員病院の間にも不安が強
いと思いますが、我々もきちんと説明
して不安を取り除き、積極的に受け止
めて参加するように努めていきたいと
考えています
二川 初めてのことなのでいろいろ不
安があるとは思います。しかし、この
制度は、地域に必要な医療を提供して
いただくために必要な仕組みですので、
その点はよくご理解いただきたいと思
います。その上で、今の診療報酬の下
で機能転換すると経営が悪くなるとい
う不安があれば、そうしたご意見はき
ちんと伝えてもらうということではな
いでしょうか。地域医療構想に従って
やると赤字になるというのは、おかし
いですからね。
安藤 そうお考えいただければありが
たいですね。
ところで、今の話からそれてしまう

かもしれませんが、昨年の診療報酬改
定で創設された地域包括ケア病棟に療
養病棟からの参入が認められましたが、
精神科の病棟も地域包括ケア病棟に転
換できるようになるといいですね。

西澤 非営利ホールディングカンパニ
ー型医療法人は、今や「地域連携型医
療法人」と仮称されていますが、この
展望はいかがでしょうか。
二川 これは、昨年１月に、安倍総理
がダボス会議で、米国のメイヨー・ク
リニックのような大規模医療法人を日
本もつくれるように指示をした、と講
演されたのが直接の出発点となりまし
た。
メイヨー・クリニックは、1,000床ほ
どの総合病院を核に中小の医療機関が
集まって、患者の紹介、医師の派遣な
どの連携をしていますが、このグルー
プは経営を統合しているわけではな

く、それぞれは別に経営しながら地域
の医療をグループ全体でカバーしてい
る、ある意味フランチャイズ的な方式
といえるかもしれません。安倍総理の
指示は、その後、昨年６月に閣議決定
された「日本再興戦略改訂2014」に書
き込まれております。
神野 アメリカにおける垂直統合には
グループに保険会社を持っているとい
う特徴があります。したがって、急性
期が終わって、グループのクリニック
や介護施設に回した後で予防や再発防
止に努めれば、保険会社は利益が上が
るわけです。日本でそれと同じ形はで
きませんから、アメリカのIHNみたい

なものは難しいのかと思いますが。
二川 利益の話は別として、患者サイ
ドからみたら、そういうことを医療機
関がみんなでやってくれるのはいいこ
となのではないかと思います。ただし、
今考えているのは、グループに参加す
るか、独立独歩で行くのかは、自由と
いうことです。
猪口 こうしたものには縦統合と横統
合とがありますが、それこそ、4つの
医療機能から介護・在宅までを連携さ
せることもできます。その一方、同じ
機能を持つ病院が広い地域で横統合し
て、それぞれの地域で連携していくと
いうのもあり得るかと思います。
二川 両方あり得るでしょうが、すべ
ての医療法人がそうならなくてもいい
ではないかということもできます。こ
ういう仕組みを要望している例として
岡山大学がありますが、その構想とい
うのは、岡山市内にある主な公的病院
を、一つの法人の傘の下で、機能の調
整を行なうというものです。
この提案では、民間の中小の病院や

診療所の位置づけはよく分かりません
が、私どもとしては、この急性期大病
院で連携したいという提案を否定する
ものではないし、他方で、すべての病
院が入らなくてはだめだというもので
もないとも思っています。今、おっし
ゃった各機能を網羅したグループとい
うのもありだろうと思います。
今の日本は医療機関がそれなりに整

っていますが、それらの間に連携がで
きていないという問題があります。地
域に過不足なく医療を提供していく仕
組みが足りないのだと思います。した
がって、どういう医療を提供するかと

いう面で協調が確保できるような、何
がしかの法人制度があれば、それがで
きやすいのではないかと考えられるわ
けです。
西澤 そういう面はあると思います
が、ただ、世界的に見ると、日本はほ
かの国と比較すると、システムも、連
携もうまくいっていると思います。急
性期から在宅まで自然に整ってきてい
るし、意外といろいろな類型も揃って
いて、何よりも、誰でもどこでも受診
できるという優れた制度をもっていま
す。したがって、こうした医療拠点の
ようなものを新たにつくらなくても十
分ではないかという意見もあります。
確かに、きちんと効率化を図り、連

携を強めていく努力を今まで以上にし
なければならないでしょう。しかし、
これだけいい面があるのに、新たな仕
組みがかえってそれを損なうことにな
ったら元も子もないのではないかとい
う危惧が若干あります。
二川 各地に連携するグループができ
るということですから、良い面を損う
ことにはならないのではないかと思っ
ています。
猪口 今でも連携はあります。これを
もう少し強固にした上でガバナンスを
きかせるということになると、逆に、
今の連携がやれなくなるということが
あるかもしれませんね。
安藤 都内の中小民間病院で経営が厳
しいところとか、後継者がいない医療
機関などが一緒になってきちんとした
連携を組むという点で、意外とニーズ
はあるかもしれません。また、そうい
うところから手がけていくという発想
もありかもしれませんね。

西澤 さて、消費税の増税分を活用し
た基金ができて、昨年11月に各都道府
県に対する最初の交付が行なわれまし
た。我々にとっては、診療報酬とは別
な財源が確保されたということで、歓
迎すべき施策といえます。
二川 地域医療介護総合確保基金は、
病床機能・分化の推進、在宅医療の充
実、医療人材の確保・養成の事業に使
うという目的で、約900億円でスター
トをしました。
基本的には恒久的な制度ですので、

どういうものに使っていくか都道府県
の計画が大切になります。都道府県に
は、地域の実情をよく踏まえていただ
いて、地域医療構想の実現のための、
いわば、後押しとして使ってもらいた
いと思っています。
2014年度は、地域医療構想ができる

前であるし、「協議の場」もないので、
都道府県では、基金を在宅医療や医療
人材の養成の方に多く配分されたこと
でしょうが、今後は、病床機能の転換
整備等に重点をおくことになると思っ
ています。
安藤 この際、中途半端なIT化への投
資はいらないと思うのですが、今年度
の交付にしても、まだ結構ありますね。
西澤 消費税10%への引き上げが1年
半延期となりましたが、この影響はど
うでしょうか。
二川 予算編成はこれからとなります
ので、どのぐらいの予算を確保できる
かはまだ分かりませんが、予算の確保
に頑張りたいと思っています。
猪口 今回の介護報酬改定や次期診療
報酬改定に相当の影響が出るのではな

いですか。
二川 社会保障の充実に充てられる分
として2014年度は約5,000億の予算が確
保されていました。2015年度は８％の
ままであれば社会保障の充実分は1.35
兆円と、10月から10％に上がる場合は
1.8兆円、と見込まれてました。したが
って、延期による影響の見込みは0.5兆
円近くになります。
西澤 今回の影響は大きいですね。
我々も、社会保障を充実するために改
革が必要と考えています。ただし、改
革するための財源は、消費税だけでな
く、ほかからももってこれないかとも
思っています。
二川 予算の確保ももちろん頑張って
いくつもりでありますけれども、医療
の効率化が強く求められていることも
間違いないので、そこの部分は、ぜひ、
医療者側からも積極的に対応していた
だく必要があるのかと思います。
西澤 2025年も目と鼻の先だと思いま
す。それだけに、今までになかった大
きな改革が行なわれたのだなと感じて
います。同時に、正直に言いますと、
今回の改革に対しては、我々を含め、
現場には大変戸惑いがあるのは事実で
す。しかし、これは2025年に向けて避
けられないプロセスなのだという認識
のもと、我々も自主的・積極的に改革
に取り組んでいこうと思っています。
今後とも、ご助言をいただきたいもの
です。
二川 私からも、医療者が、質が高く
効率のよい医療提供体制に向かって、
主体的にご尽力いただくことを、お願
い申し上げます。

（4面から続く）

2015年
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四病協4会長座談会 2025年一体改革―病院団体が対応すべき課題

増税延期10%に消費税の原則課税を求めることで4会長が一致
「報酬の引き下げは医療・介護から人材の流出を促し、危機を招く」

西澤 明けましておめでとうございま
す。四病院団体協議会は今年で結成15
年を迎えます。我々の結束がさらに強
まることを願って、恒例の新春座談会
を始めさせていただきます。
さて、医療介護総合確保推進法が昨

年施行されるなど、社会保障と税の一体
改革が確実に進められています。病床
機能報告制度は去年の10月から始まり、
それをもとに策定される地域医療構想は
今年の4月に施行されます。そのための
ガイドラインの議論も最終段階に入って
いますが、この制度が病院に与える影響
はきわめて大きいものがありますね。
堺 地域医療構想の目的は、地域にお
ける病床の機能分化を推進するという
ことですね。日本は急性期病院が余り
にも多いというのは確かですが、しか
し、地域医療構想によっても、急性期
病院はどこに行ったらいいかというの
は、なかなか見えません。2025年がゴ
ールといいますが、実際には、診療報
酬・介護報酬の同時改定が行なわれる
2018年までに、ある程度のめどをつけ
ないとだめなんだと思います。
今回の報告で各病院が機能区分をど

う報告したか調べてみたのですが、色
々躊躇があるようで、全体像が見えな
いんです。インセンティブとしては医療
法と診療報酬の2つがありますが、やは
り、診療報酬によるインセンティブが強
いですよね。そうすると、例えば、回
復期と慢性期に厚目に人を配置しても、
それに見合った評価が得られないとい
う心配があるので、そこに行くという
決断がしにくいんだと思うんです。今
回の報告結果をしっかり見た上で、2～3
年後にどうしたらいいかを厚労省に具

体的に提案していただかないと、各病
院も決断は難しいかなと感じています。
日野 超急性期を含む急性期、亜急性
期、慢性期という区分は必ずしも患者さ
んに適していないと思うんです。これは
財政面からの調整であって、病気の実態
にもとづいた調整の余地が欠けていま
す。もっと現実的な構想に練り上げて
もらわないと困ります。機能区分を進め
るといっても、今のままでは、どの病院
もイメージでしか受け止められません。
山崎 診療報酬には、スーパー救急あ
るいは急性期治療病棟、入院基本料の
10対1と13対1、そして精神療養病棟、
さらに認知症疾患治療病棟があります。
診療報酬の上では、精神科は、病床機
能の分化が終わっています。（笑）
病床機能の報告制度を始めるにあた

っては、まず、政策医療としての医療
とそれ以外の医療をきちんと分けるこ
とが必要ではないかと思っています。
というのも、公立病院は税金による赤
字補填を受けながらしている政策医療
をしているわけで、診療報酬の中でや
りくりしている民間病院と税金で補填
されて固定資産税もかからない公立病

医療と介護で派遣業は人材不足を促している―――――――――――

質を担保した地域連携とそれに対する評価が必要 ――――――――

機能分化に逆行している大学病院 ――――――――――――――――

院はイコールフッティングではありま
せん。したがって、医療の到達目標も
違うものだと考えなければおかしいで
すよね。そこの部分がまったく議論さ
れず、公私の分類をすることなく病床
の機能分化という話が進んでいるのは
おかしいと思います。
それに、社会保障の財源がパンク寸

前で、これからさらに削ってくるのが
目に見えている。そうなると、職員の

給料を上げることもできないため、医
療から人材がどんどん逃げていくとい
う、とんでもない将来像が推測される
わけです。したがって、負担のあり方
を含む抜本的な問題を国民に問わなけ
ればいけないわけですが、政治家はそ
このところを触れずに消費税を上げ、
やがては15%にしようとしています。
こんなことをしていると、ある段階で
ガクンと壊れるような気がします。

西澤 看護師の数が把握できないとい
う点は、今回の医療法改正によってナ
ースセンターに登録することになりま
した。ぜひ、うまく機能してもらいた
いですね。大学病院のことですが、ど
うも、地域医療構想と違う方向に向か
っているところがあります。そのあた
りは、今回の議論の中で明らかにして
いくべきかと思います。
山崎 高度急性期、急性期、回復期、
慢性期という、患者を地域で包括的に
診ていくという考え方は、1つの病院
であれば、医療の質はある程度担保さ
れることでしょう。しかし、例えば、
急性期のA病院から回復期のB病院に
移ったときに、A病院とB病院の質が
同じかというと、必ずしもそうではな
いと思うのです。したがって、患者の
移動を前提にした制度をつくるのなら
ば、質を担保できるものにしていかな

ければなりません。
人員確保の問題ですが、今まで50万

人とされていた潜在看護師が、最近は
70万人に増えています。介護福祉士に
しても、有資格者の3分の1とか半分が
就業していないといわれています。未就
業の有資格者を掘り起こすといいます
が、看護協会は30～40年も前からそれ
を主張していたにもかかわらず増えてい
るというのは、今までのやり方では効果
がないということで、もっと違う切り口
を考えなければだめだと思うのです。
ではどうしたらいいか。例えば、一

定期間以上就業しない看護師の資格を
停止するといったペナルティーも、1つの
方法としてあるのではないでしょうか。
西澤 それも1つの考え方でしょうね。
しかし、働かない理由は必ずしも本人
のモラルだけとは限りません。予想以
上に大変な仕事で耐えられなかったと

日本病院会会長
堺　常雄

日本医療法人協会会長
日野頌三

日本精神科病院協会会長
山崎　學

全日本病院協会会長
西澤寛俊

員の質だと思うのです。しかも、ある
程度の数がないとだめだと思います。
しかし、医療も介護も人が足りません。
それに加えて、報酬を下げていくと、
特に介護職では深刻な人手不足が生じ
ることでしょう。若年人口が少なくな
って人手が不足していく中、報酬の引
き下げによって、人員不足に拍車がか
かるという二重苦が予測されます。
日野 1つには、医師の数は把握できる
のに、看護職は把握できないという問
題があります。7対1の失敗も、看護職
がどこにどれだけいるかが把握できて
いれば避けられたと思うのです。
今回の改定で一番大きいのは、連携

しなければ生きていけない仕組みをつ
くったことです。その点で残念なこと

は、大学病院が分院をつくって一般の
病気を診るという動きを強めているこ
とです。医師不足の地域で大学病院に
直営されると地域の病院は立ち行かな
くなります。その問題にくさびを入れ
るとともに、大学病院には本来担うべ
き医療に特化してもらわなければ地域
医療構想も成立しないと思うのです。
さらに、超急性期と急性期が区分で

きるのかという問題もあります。加えて、
各医療圏で機能を振り分ける作業を誰
がするのかが分かりません。都道府県と
いうことなんでしょうが、そんな能力
のある人がいるのかなと思いますね。
そうした諸々のことをもっと討議して
もらって、医療提供側が納得できるよ
うな制度にしていただきたいものです。

いうこともあるかもしれません。医
療・介護というのはそれなりの覚悟を
持たないとやっていけない職場だと思
うのですが、同時に、仕事に誇りをも
てなければやっていけません。一つに
は、今、誇りをもてるような環境にあ
るかということがあるかと思います。
そして待遇の問題がある。例えば、

介護職は非常に大変な仕事ですが、結
婚して子供を育てていく上で給与は十
分とはいえない。仕事を続ける意欲は
あっても、経済的な面から、やむなく
ほかの仕事を選ぶということもあると
思います。
山崎 介護職の給料が安いと言われて
いますが、人材派遣に登録して働きに
出るという形態が定着した結果、賃金
の引き上げ合戦が生じたため、今や、
介護職の給与もかなり高くなっていま
す。それでも集まらない。つまり、安

いから集まらないのではなく、人材派
遣を介しているので、昔のように終身
雇用で頑張る人が減って、少しでも条
件がいい方に移っていくというよう
に、労働者の意識が変わってきている
というのが現実なのです。
西澤 人材派遣は、介護職だけでなく、
医師や看護師にも広まっていますが、
確かに、紹介料を含めた人件費が上が
っているという話を聞きます。医療や
介護の、とくに専門職において派遣は
いかがなものか、一度考える必要があ
りますね。
山崎 精神科病院協会では、昨年12月
に、全会員を対象に、派遣を受けた職
種、人数、処遇、紹介料等の一斉調査
をしました。3月ごろに結果がまとま
ると思いますが、それによって、精神
科医療における人材派遣の実態が浮き
彫りになると思っています。

（下段に続く）

（7面上に続く）

西澤 病床機能報告制度は、現状とと
もに今後の方向を報告します。それで現
状を把握し、かつ、将来を展望するわ
けですが、他方で、データから将来推
計をしようとしています。これは、DPC
データやナショナルデータベースから、各
構想区域ごとの医療需要を、高度急性
期、急性期、回復期、慢性期ごとに把握
し、それを2025年の推定人口に落とし
込んで各機能の必要量を導き、現在量と
のマッチングを行なうというものです。
一見すると合理的な話に思いますが、
山崎先生が言ったように、一体改革自
体が、財政的視点から打ち出されてい

ることは否定できません。確かに、こ
れからは、社会保障費に今までのよう
な配分を続けることは難しいかもしれ
ません。しかし、大切なことは、医療
は常に質が担保されなければならない
ということです。したがって、我々は、
機能分化・連携を積極的に進めていく
と同時に、質の担保にも取り組んでい
かなければならないと思っています。
そういう見地から、これからもデータ
を踏まえながら、四病協として対応し
ていきたいものです。
医療の質で一番大きな要素は人、職

〈写真右から〉

堺 いい医療にはお金がかかるのが現
実です。2008年に最終報告をまとめた
社会保障国民会議はそれを分かってい
たので、急性期病院はマンパワーを拡
充すべしという見解を打ち出しました。
しかし、2013年の社会保障制度改革

国民会議はそういう考えは示さなかっ
た。そこには、財源がないということ
があるんだと思うのです。国民やマス
コミは、負担の問題はタナに上げて、
いい医療を求めていますが、いい医療
を提供するにはそれだけの負担が避け
られないということを理解していただ
かなければなりません。
先ほど、今回の病床機能区分は財政

的な視点が先行し、質や患者の視点が
ないという指摘がありましたが、病態

の視点もないように思うんです。とは
いえ、これからは1つの病院で完結す
るというのはなかなか難しく、地域包
括ケアシステムが機能するようになる
と、ますます地域の連携が重要になり
ます。診療報酬で地域連携に対する手
当がされていますが、どうもおざなり
な感じがします。我々病院団体として
も、地域連携の中で質がどう担保され
ているのかをみていく必要があるかも
しれませんね。
人材派遣に関しては日病も近々調査

しますが、パイが決まっている公的医
療保険で、パイが外に流れることがあ
ってはなりません。しかし、政府は規
制改革の名の下に、医療費を公的保険
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パフォーマンスが劣る外国の制度をなぜ導入するのか ―――――――

「新型法人」は医療の質や地域包括ケアに寄与するのか不明―――――

（下段に続く）

（6面下から続く）

の外に流し込む仕組みをつくろうとし
ている。こうした動きに、我々は、それ
はよくないと言わなければなりません。

結成15年の四病協「現場と病院団体一体の取り組みが国を動かす」
病床機能報告に疑問の声も。「診療報酬と連動していないため病院は決断できない」

山崎 勘ぐり過ぎと言われればそれま
でですが、私には、今進められている
医療改革はTPPの先取りのような気が
してしょうがないんです。というのも、
財源を移管する都道府県による総額規
制という話にしても、医療と介護の連
携による地域包括ケアという考え方に
しても、アメリカのマネジドケアのや
り方なんですね。
堺 日本の医療は、国民皆保険の下で、
少ない医療費を使って比較的いい医療
をしているということで国際的には評
価されているのですが、日本の中では
それが評価されていません。これは非
常におかしなことです。亡くなられた
宇沢弘文先生がおっしゃっていたよう
に、教育と医療は社会的共通資本だと
思います。それなのに規制改革的な、
市場原理主義的な発想を注ぎ込むの
は、まったくそぐわないと思うのです。
このことを経済学者は言わないし、マ
スコミも言わない。となると、我々医
師が言うしかありません。
西澤 平均寿命や乳幼児死亡率などの
指標をみても、日本は世界一のレベル
です。ところが、そういう面は評価さ
れず、入院期間が長いといったマイナ
ス面ばかり言われています。そういう
面があったとしても、ほかの国よりは

いい成果を出しているのだから、それ
で構わないのではないかと言いたい気
持ちもあります。どうして日本よりパ
フォーマンスの悪い国の真似をしなけれ
ばならないのかと。他国の制度を入れ
て、世界一の日本の医療が今よりさら
によくなるというエビデンスはあるので
しょうか。こういうことは、やはり、
現場から声を上げていかないとダメで
しょうね。きちんとデータを示して。
そういう意味では、先ほどの、医療

機関間のレベルが違うと連携できない
という問題にしても、どの医療機能で
もある程度の質が保たれるという取り
組みを我々自らが進めるかたちで分
化・連携を実現していく。そして、そ
の結果得られたパフォーマンスを、今
度は国民に正しく評価してもらうとい
うことが大切だと思います。
これは、やはり、我々病院団体の仕

事だと思います。こうした、現場と病
院団体が一体となった取り組みが国を
動かしていくことになるのではないで
しょうか。大変困難な道のりであるこ
とは認めます。しかし、そういうこと
をしていかないと、国の施策だけでは、
質の高い医療を受けられ、安心して生
活できるという社会の実現は難しいと
思います。

西澤　ところで、今や「非営利新型法
人」とか「地域連携型医療法人」と仮
称されている非営利ホールディングカン

パニーの議論は、まさに、最終局面に
入っていますが…。
日野 非営利ホールディングカンパニー

というのは、ローカルなものを排除し
て、グローバルで統一しようという考
え方です。これは一般の企業の感覚で
はないでしょうか。今、地方では大型
店の進出によって地元の店舗が消えて
シャッター通りと化していますが、基
本的に、この考え方はそういうイメー
ジに行き着くような気がします。
非営利ホールディングカンパニーの長、
いわばCEOは、経営も、ガバナンスも、
地域も治める、ハーバードのMBAと
いったカリスマ性をもった、それこそ、
スーパードクターを想定しているよう
な印象を受けます。（笑） どうも、そ
ういう人が手を挙げて、自分の傘下に
入りませんかという呼びかけをすると
いうことが考えられているようです。
傘下に入るメリットというのが病院

系列がもたらすブランド力で、これが、
患者を獲得する上で大きな役割を果た
すことになるのでしょう。当初は社会
福祉法人も一緒にするという話でした
が、これは法的に難しいという結論に
達したようで、医療法人に限って考え
ることになったようです。そして、県
境をまたいで、幾つかの県にまたがっ
てつくって、スケールメリットを生か
すという発想です。
しかし、こうしたチェーン型の病院

を展開している医療法人は既にあるわ
けで、多くの医療法人はそこにすり寄
ることなく、自分の病院の特徴を掲げ
て戦ってきています。私の個人的な感
触では、傘下を望む医療法人は、そう
多くはないだろうと思っています。
この背景には安倍首相の成長戦略が

あるのですが、その目的や理念をみて
も、患者を思う気持ちがないし、患者

のことは一行も書かれていない。そう
いうものが病院として存在するのかな
と思うし、きっと、その点で行き詰ま
るのではないかとみています。
山崎 非営利ホールディングカンパニー
制度は、「その制度設計に当たっては、
産業競争力会議、医療・介護等分科会
中間整理の趣旨に沿って」ということ
で始まりました。この医療・介護等分
科会に医療・介護の代表者が入ってい
て、こういう構想を提案してつくられ
た制度だったらわかるのですが、誰一
人いない中で決められたというのは、
裏に何か魂胆があるような気がしてし
ょうがないんです。
そもそも医療法人というのは、それ

ぞれ個性があるオーナー院長が頑張っ
て支えているわけで、そういう個性の
ある先生がまとまってホールディングカ
ンパニーをつくるなんてことは考えら
れません。それに、これは、持ち分を
手に入れたファンドが、病院名も、ス
タッフも、院長もそのままにして経営
を続けるというかたちで、すでに、や
られています。そういう現実があるの
だから、こんな変なものをつくらなく
てもいいと私は思っています。
堺 一体的な経営を可能にすることが
目的だというのですが、今のかたちで
は日本では難しいですね。似たものと
して、米国には、カイザー・パーマネン
テ、退役軍人病院、メイヨー・クリニッ
クなどがあります。しかし、HMOがあ
る中で成り立っているので、それを、医
療制度がまったく違う日本に持ってくる
のは非常にそぐわないように思います。
西澤 突然上からトップダウンで来たと

10%時に軽減税率の適用を要望してはどうか ―――――――――――

介護報酬の「6%引き下げ」に反対しなければならない―――――――西澤 総選挙が終わり、引き続き自公
政権が続くことになり、安倍首相が宣
言した消費税10%の1年半延期が確定し
ました。また、自公の共通公約に「2017
年度に軽減税率の導入を目指す」と明
記されました。四病協と日病協が、8%
に上がった分の補填実態を調査した結
果、補填率は医療機関によって非常に
ばらついていることが分かりました。こう
したことからも、控除対象外消費税を
診療報酬でみるのは限界があります。
昨年9月に3師会と病院団体が合意し
た上で日医が出した「消費税に関する
税制改正要望」は、今年10月に10%に
上がるという前提のもと、引き上げ時
に医療に対する消費税の課税転換が間
に合わないときは、一時的に非課税還
付方式等々の対応を求めるとしました。
しかし、10%が1年半延び、かつ、10%
への引き上げ時に軽減税率が入る可能
性があるわけですから、我々としては、
引上げ時に軽減税率の適用を要望して
もいいのではないか思いますが。
堺 日医の要望書は、我々も賛同した
とはいうものの、内容的にかなりの無理
がありました。10%までの時間ができた
今は、やはり、医療を原則課税にする

という税制の抜本的改正の中でどうい
うやり方があるかということを考えて
いくべきではないでしょうか。いずれ
にしても、診療報酬で補填するという
のは、課税転換したときの引き剥がし
とかもあり、たちがよくないですよね。
医療費の財源は、税金、保険料、自

己負担に限られているので、この3つ
で支えていかなければなりません。そ
ういう意味で税金が増えるのは仕方が
ないことです。患者の自己負担もある
程度増えていく必要があります。保険
料も、保険者が色々あって難しい問題
がありますが、抜本的に見直していく
必要があると思います。
日野 8%に上がっても、3%の増税分は、
医療にはわずかしか来ていません。社会
保障に充てるというのがうたい文句な
ので、我々は医療のことと思いがちで
すが、初年度5兆1,000億円のうち、社
会保障の充実に充てるのは1割の5,000
億円で、しかも、そのうち医療・介護の
サービス提供体制整備に回るのは1,000
億円程度なんです。次の2%の増税も多
分同じ運命をたどると思います。したが
って、その2%については医療に回してく
れと言うことはできるかなと思います。

それから、堺先生が言われるとおり、
診療報酬体系に別枠の消費税を持ち込
んだこと自体が間違いなのです。受診
という消費行動に付随して消費税が発
生するわけで、その補填分が診療報酬
体系に侵入するのは錯乱しています。
税率は今後も上がっていくのに、この
ままだと整理がつきません。やはり、
もとに戻して、公平、公正、中立、透
明性という本来の税のあり方に戻らな
ければならないということを、我々は
主張していくべきです。

西澤 将来的に消費税が15%、20%に
なると、今の非課税というかたちでは
病院はもたないという不安の声が出て
います。したがって、我々病院団体は
原則課税を求めるというこれまでの方
針に立って、可能な限りの手段で、国
民、政府、国会に理解を求めていかな
ければなりません。これまでと同様、
4病院団体は、日本医師会と手を携え
ながら頑張っていきたいのものです。
山崎 それは、まったくそうです。

山崎 介護報酬は6%下げると言われて
います。6%下げたとして、やむなく職
員の給料を6%下げるという結果になる
と、介護施設は完全に崩壊してしまい
ます。したがって、医療団体と介護団
体が結集して6%の引き下げに反対する
運動を展開していかなければなりませ
ん。この引き下げを許すと、次の診療
報酬改定も危うくなります。
日野 そのとおりです。報酬は下げる
が、他方で、介護職員の給料を上げろ
というのでしょう。それをやられたら
経営は成り立たちません。
堺 薬価財源の問題もあります。前改
定の切り離しを当然のこととされては
困ります。ぜひ、戻してもらわないと。
西澤 診療報酬から薬価が分離した歴
史的な経緯というのをみてもらわない
と困ります。薬価ができたことによっ
て技術料が下げられたわけですから。
それで、薬価が下がった分は技術料を
上げるというかたちで補填し、全体の
バランスをとってきたのに、今回のよ
うなことをされたら、これからは技術
料の評価をきちんとしてもらわなけれ

ばなりません。この点はしっかりと言
っておかなければなりません。
日野 確かに筋が違う話です。あれは
返してもらわないと困りますね。
西澤 2015年の幕開けながら、本当に
不合理な話ばかりで、議論もつきませ
ん。しかし、一方で、医療事故調査制
度がようやく日の目をみること、恒常
的に設置された基金から医療・介護提
供体制の整備に資金が投入される、し
かも、その事業プランをつくる過程に
病院団体も関与できること、地域の機
能分化を話し合う「協議の場」に病院
団体が参加できることとか、前向きに
受け止められる変化も生じています。
いずれも、我々病院団体の提言・要

求や検討会における粘り強い発言が影
響を与えた結果と言えます。それだけ、
四病院団体協議会の存在感も重みを増
しているといえます。2025年に向けた
改革はこれからが本番ですので、今年
もより一層の連携を保って、質の高い、
国民・患者に安心と信頼を与える医療
制度に向けた取り組みを行なっていき
たいものです。

いうことで、これに対して、恐らく、現場
にはかなりの抵抗感があると思います。
山崎 財務省が考えているのは、マネ
ジドケアを導入していかないと医療財
源はもたないという、あくまでも財政
的な問題だけですよ。
西澤 そう思いますね。これが入るこ
とによって、さらに効率化されて質が
よくなる、あるいは地域包括ケアが推
進されていくというのであれば、反対

する理由はない。しかし、そうでない
と反対せざるを得ません。現場として
は、本当にそうなるのかという懸念を
持っているということだと思います。
これは閣議決定もされているので何

らかの形でできるでしょう。しかし、
今やっている医療の質を落とすような
方向にはもっていきたくない。そうい
う現場の視点でこれに対応していくこ
とを考えていくしかありません。
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看護師特定行為・研修制度で意見まとまる。38行為で開始

2015年度介護報酬改定

総選挙で自公圧勝。第3次安倍内閣が発足

審議報告「療養機能強化型」創設の一方、特養の基本報酬引き下げを明記
介護給付費分科会 処遇改善加算は継続、病院訪問看護は引き上げ。マイナス改定への不安相次ぐ

12月19日の社会保障審議会・介護給付
費分科会に、事務局（厚労省老健局老人
保健課）は、2015年度介護報酬改定に
関する審議報告案を提示。分科会での
合意事項を踏まえて議論結果をまとめ
るかたちで、改定方針を諮った。
その中で、処遇改善加算の継続と上

乗せ加算の新設、介護療養型医療施設
の看取り等機能の新たな評価、病院・
診療所の訪問看護の評価引き上げなど
報酬を増やす項目が明記される一方、
介護老人福祉施設や小規模型通所介護

の基本報酬、集合住宅に居住する利用
者に対する訪問系の報酬など、引き下
げの対象とする項目が明らかにされた
（要旨を別掲）。
このうち、処遇改善加算の継続には

日経連などの委員が、特養の引き下げ
には介護保険施設系の委員が、介護療
養型医療施設の機能に対する新たな評
価には、保険者や日経連等が反対意見
を表明するなど、この日は、審議報告
案をとりまとめるには至らなかった。
また、委員からは、新聞報道などで

取りざたされている「マイナス3.0%」とい
う改定率への懸念や反対意見の表明が
相次いだ。
1%のマイナスで介護保険給付に要す

る政府予算が約1,000億円削減できると
される中、消費税再増税の延期の下、06
年度以来9年ぶりのマイナス改定がとり
ざたされている。
事務局は、次回1月9日に運営基準改
正案の諮問・答申を見込んでいるが、
並行して審議報告案の議論も進め、月
中までにとりまとめ、その後、改定率

を受けて速やかに新たな報酬案を示
し、1月内に答申を得たいとしている。
「審議報告案」には、介護療養型医療
施設における「療養機能強化型」報酬体
系の創設が書き込まれている。これは、
介護保険におけるリハ体系の再構築と
ともに、今改定のもっとも大きなでき
ごとといえる。
医療を必要とする重度患者を受け入

れる「療養機能強化型」は、「生活機能
を維持改善するリハ」や地域貢献活動
の実施という新たな機能の獲得を経
て、自らを地域包括ケアにどう位置づ
けていくか、3年後に迫る「廃止」に向
けた重要な布石になろうとしている。
介護給付費分科会には「介護療養型

医療施設の延命策ではないか」と警戒
する向きがある中、厚労省は、医療を
抜きにしては成り立たない地域包括ケア
の、しかも、後期高齢者が増加をたど
る2025年に向けて、医療保険の負担を
減じる可能性も含め、“医療型介護保険
施設”の必要性を認めたといえよう。

介護保険施設等の主な改定方針 ―「2015年度介護報酬改定に関する審議報告案」から

●介護老人福祉施設
・在宅・入所相互利用加算の要件を緩和するとともに、
評価を引き上げる。
・看取り介護加算に要件を追加し、死亡日以前4日以
上30日以下の評価を引き上げる。
・日常生活継続支援加算をサービス提供体制強化加
算に一元化する。
●介護老人保健施設
・リハ専門職の配置等を踏まえ、在宅強化型基本施
設サービス費と在宅復帰・在宅療養支援機能加算を重
点的に評価する。
・入所前後訪問指導加算は、退所後を支援する要件
を満たす場合に、新たに評価を行なう。
●介護療養型医療施設
介護療養型が担っている機能を確保するため、以

下の要件を設けて、重点的に評価する。
①重篤な身体疾患を有する者及び身体合併症を有す
る認知症高齢者が一定割合以上
②一定の医療処置を受けている患者が一定割合以上
③ターミナルケアを受けている患者が一定割合以上

④生活機能を維持改善するリハの実施
⑤地域に貢献する活動の実施
●介護保険施設等の口腔管理の充実化
・経口維持加算は口腔機能を踏まえた多職種による
経口維持管理を評価するものへと見直し、充実を図
る。併せて、口腔機能維持加算を口腔衛生管理加算
に、口腔機能維持管理体制加算を口腔衛生管理体制
加算へと名称変更する（いずれも仮称）。
・経口移行加算は、栄養管理に加え、咀嚼能力等の
口腔機能を含む摂食・嚥下の機能面への対応の取り
組みを評価するものへと見直し、充実を図る。併せ
て、名称も経口移行訓練加算（仮称）と変更する。
・療養食加算は経口移行加算または経口維持加算と
の併算定を認め、かつ、評価を見直す。
●訪問看護
・緊急時訪問看護加算、特別管理加算やターミナル
ケア加算のいずれも一定割合以上の実績等がある事
業所の体制を評価する新たな加算を設ける。
・病院・診療所からの訪問看護は基本報酬を増額す
る。

●リハビリテーション
訪問看護ステーションによる理学療法士等の訪問

と訪問リハは基本報酬の整合性を図る。
●介護職員処遇改善加算の拡大
現行の加算の仕組みは維持しつつ、さらなる資質

向上の取組、雇用管理の改善、労働環境の改善の取
組を進める事業所を対象とし、さらなる上乗せ評価
を行うための区分を創設する。処遇改善加算の将来
的な取り扱いは、引き続き検討することが適当。
●サービス提供体制強化加算の拡大
介護福祉士の配置割合がより高い状況を評価する

区分を新たに創設する。
●集合住宅居住者への訪問サービスの評価の適正化（訪
問看護・訪問リハ等の場合）
①事業所と同一または隣接する敷地内の建物（養護老
人ホーム、軽費老人ホーム、有料老人ホーム、サ高
住に限る）を訪問する場合は、人数に関わらず、報酬
を減算する。
②事業所と同一建物以外の建物（同上）の場合は、利
用者が一定数以上である場合に、新たに減算する。

履修免除制度も盛り込む。4月から研修施設の募集を開始

12月17日の看護師特定行為・研修部
会は、診療の補助のうち、包括的指示
の下に手順書によって特定の行為がで
きる看護師を養成する研修制度につい
て、保助看法に定められた枠組みを具
体的な規定に落とし込む省令・通知に
関する議論の結果を、意見書にまとめ
た。
意見書において、以下のことなどが

決まった。
（1）制度開始時の特定行為は38とする
（2）研修に受講資格は設けないが、概
ね3～5年以上の実務経験者を想定する
（3）研修は講義・演習からなる共通科
目（315時間）に加えて受講者が選択履
修できる21の特定行為区分の技術等か
らなる
（4）研修指定研修機関以外で一部を実

施することもできる
（5）講義・演習は通信による方法で行な
うことができる
（6）受講生の所属施設で実習を受ける
こともできる
（7）既修済みの場合は履修の一部を免
除することができる
（8）特定行為を実施する知識・技能をも
っている場合は区分別科目の全部また

は一部の履修を免除することができる
（9）修了者は、実際に当該行為を実施
する前に、その行為を実施する医療機
関等で、当該行為の知識・手技に関す
る事前確認を受けることが望ましい
（10）厚生労働省は指定研修機関から研
修修了者名簿の提出を受けることによ
って修了者を把握する
看護師特定行為・研修制度は2015年

10月に施行されるが、厚労省は省令案
をパブコメにかけた後に同部会の了承
をあらためて取り付け、4月から指定
研修機関の募集に入る予定だ。

介護報酬改定の答申は1月末。改定率によっては分科会も紛糾か

12月14日に投開票が行なわれた総選
挙で、自民・公明両党は衆議院の3分
の2を超える326議席を確保した。安倍
首相は特別国会を12月24日に召集、首
班指名後に防衛大臣を除く閣僚を再任
し、第3次安倍内閣を発足させた。
3.5兆円規模の経済対策や2015年度税
制改正大綱を当初より繰り上げて年末に
決定するなど、解散総選挙によって生
じた1ヵ月近くの空白を埋めつつある。
ただし、14年度補正予算案の閣議決

定が年明けにずれ込んだため、15年度
予算案の閣議決定は1月半ば近くにな
る見通しだ。そのため、介護報酬の改
定率決定も1月半ばの閣僚折衝を待つ

ことになる。
改定率決定の遅れは介護報酬改定の

審議にも影響を及ぼしている。12月19
日に14年最後の介護給付費分科会を終
えた厚労省老健局老人保健課は、1月
半ばまでに2回の開催を見込み、その
間に審議報告をとりまとめ、改定率を
受けて新たな報酬案を示す予定だ。
＋1.2%となった12年度の改定は、審

議報告のとりまとめから1ヵ月半も間を
おいた1月25日に、1回で諮問・答申と
なった。年末までに改定率が決まった
ことが背景にあるが、今回は、改定率
が年越しとなっただけでなく、仮にマ
イナスとなると、その率によっては分

科会が紛糾する可能性も
あり、1回で諮問・答申と
なるか微妙なところだ。
それでも、厚労省は「遅くとも1月内
には答申の運びとなろう」（迫井老人保

健課長）と、事態の推移を楽観視して
いる。

■現在募集中の研修会（いずれも全日病HPに案内を掲載中）

2025年に生き残るための経営
セミナー第7弾「これからの医療
療養病床の役割を考える」
（100名）

2014年度第3回AMAT隊員養
成研修[東京会場]　（80名）

研　修　会　名（ 定  員 ）    日時／会場　 参加費／会員（会員以外） 備    　考

受講要件はHP掲載の案内をご
参照ください。

医療療養病床に対する施策や、
担っている役割・機能などを
基に、これからの療養病床の
あるべき姿などを共に考える
セミナーです。

  2015年
 1月22日（木）
 13:00～16:00
（全日病会議室）

  2015年
  2月21日（土）
     ～22日（日）
（全日病会議室）

     8,000円
 （15,000円）

    50,000円
 （60,000円）


